
新情報！ 平成 29 年３月分からの協会けんぽの保険料率 
 

中小企業の従業員の方を中心とした健康保険を取り仕切る全国健康保険協会は、基本的に、毎年１回、３月

分（４月納付分）から適用される保険料率の見直しを行っています。 

平成 29 年３月分（４月納付分）から適用される保険料率は、次のように決定されました。 

 

◆◆ 平成 29 年３月分(４月納付分)からの協会けんぽの保険料率 ◆◆◆ 

 

１ 一般保険料率〔都道府県単位保険料率〕             は変更があったもの 

 
北海道 １０.２２％ 石川県 １０.０２％ 岡山県 １０.１５％ 

青森県 ９.９６％ 福井県 ９.９９％ 広島県 １０.０４％ 

岩手県 ９.８２％ 山梨県 １０.０４％ 山口県 １０.１１％ 

宮城県 ９.９７％ 長野県 ９.７６％ 徳島県 １０.１８％ 

秋田県 １０.１６％ 岐阜県 ９.９５％ 香川県 １０.２４％ 
山形県 ９.９９％ 静岡県 ９.８１％ 愛媛県 １０.１１％ 
福島県 ９.８５％ 愛知県 ９.９２％ 高知県 １０.１８％ 

茨城県 ９.８９％ 三重県 ９.９２％ 福岡県 １０.１９％ 

栃木県 ９.９４％ 滋賀県 ９.９２％ 佐賀県 １０.４７％ 
群馬県 ９.９３％ 京都府 ９.９９％ 長崎県 １０.２２％ 
埼玉県 ９.８７％ 大阪府 １０.１３％ 熊本県 １０.１４％ 
千葉県 ９.８９％ 兵庫県 １０.０６％ 大分県 １０.１７％ 

東京都 ９.９１％ 奈良県 １０.００％ 宮崎県 ９.９７％ 

神奈川県 ９.９３％ 和歌山県 １０.０６％ 鹿児島県 １０.１３％ 
新潟県 ９.６９％ 鳥取県 ９.９９％ 沖縄県 ９.９５％ 
富山県 ９.８０％ 島根県 １０.１０％   

 
〈補足〉都道府県単位保険料率は、「特定保険料率（後期高齢者支援金等に充てる分）」と「基本保険料率（協会けんぽの加入者に対

する医療給付、保健事業等に充てる分）」から構成されています。これは、後期高齢者医療制度への支援等について、理解を深

めるために設けられている区分です。平成 29 年３月分からは、「特定保険料率」は全国一律で３.７３％（３.６７％から変更）とされ、

「基本保険料率」は各都道府県単位保険料率から特定保険料率を差引いた率とされます。 

 

例）東京都の場合 

都道府県単位保険料率９.９１％（うち、特定保険料率３.７３％、基本保険料率６.１８％） 

 

２ 介護保険料率 

 

全国一律 １.６５％（１.５８％から変更） 

 
※ 健康保険の保険料の額は、原則的には、「都道府県単位保険料率によって計算した額」ですが、40 歳以上 65 歳未満の方（介護

保険第２号被保険者である健康保険の被保険者）については、「その額＋介護保険料率によって計算した額」となります。 

 

☆ ３月分の給与からの控除額の計算から、新しい保険料率で計算することになりますので、給与計算ソフトの設

定の変更または手計算で用いる「健康保険・厚生年金保険の保険料額表」の変更が必要となります。 

注．健康保険組合が管掌する健康保険においては、組合独自の保険料率となっており、介護保険料の負担の仕

方も異なる場合があります。所属する組合の規約等をご確認ください。   


